
□第４条 
□第１６条の５ 

第１号様式（第１２条関係） 

査察結果通知書 

 

注１ 該当する□には，レ印がしてあります。 
 ２ 消防法令違反又は火災予防上の不備事項には，番号が付してあります。

様 年 月 日 

     消防署       課 

査察員 

連絡先（     電話   －    ） 

 
あなたが    されている次の防火対象物について，消防法       の規定に基づく 

立入検査を    年  月  日に実施したところ，次のとおり消防法令違反又は火災予防上
の不備事項が認められましたので，速やかにこれを改修してください。 
なお，当該不備事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月  日まで

に京都市   消防署長に提出してください。 

防火対象物 
名 称  

所 在 地  

番 号 棟 等 名 称 消 防 法 令 違 反 又 は 火 災 予 防 上 の 不 備 事 項 の 内 容 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式の２（第１２条関係） 

査察結果通知書 

 

 注 改修についての相談等は，担当の     まで連絡してください。 
電話   －     

様 年 月 日 

 （所属，役職等） 

（階 級）           ㊞ 

あなたが    されている次の防火対象物について，消防法第  条 

の規定に基づく立入検査を    年  月  日に実施したところ，別紙のと

おり消防法令違反又は火災予防上の不備事項が認められましたので，速やかにこれ

を改修してください。 

なお，当該不備事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月 

  日までに京都市   消防署長に提出してください。 

防火対象物 

名 称 

 

所 在 地 

 



別紙 

 

番号 棟 等 名 称 消 防 法 令 違 反 又 は 火 災 予 防 上 の 不 備 事 項 の 内 容 

   

 



第１号様式の２の２（第１２条関係） 

査察結果通知書 

 

  注 火薬類取締法令違反には，番号が付してあります 

様 年 月 日 

 所 属 

査察員 

連絡先（     電話   －    ） 

火薬類取締法第４３条の規定に基づく立入検査を    年  月  日に実施したところ，

次のとおり火薬類取締法令違反が認められましたので，速やかにこれを改修してください。 

なお，当該違反事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月  日までに 

に提出してください。 

名 称  

所 在 地  

番 号 棟 等 名 称 火 薬 類 取 締 法 令 違 反 の 内 容 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□京都市   消防署長 
□京都市消防局長 



第１号様式の２の３（第１２条関係） 

査察結果通知書 

 

 注 改修についての相談等は，担当の     まで連絡してください。 

                       電話   －     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様 年 月 日 

 （所属，役職等） 

（階 級）           ㊞ 

火薬類取締法第４３条の規定に基づく立入検査を    年  月  日に実施

したところ，別紙のとおり火薬類取締法令違反が認められましたので，速やかにこれ

を改修してください。 
なお，当該違反事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月 

  日までに             に提出してください。 

名 称 

 

所 在 地 

 

□京都市   消防署長 
□京都市消防局長 



別紙 

番号 棟 等 名 称 火 薬 類 取 締 法 令 違 反 の 内 容 

   

 



第１号様式の２の４（第１２条関係） 

査察結果通知書 

 

  注 高圧ガス保安法令違反には，番号が付してあります 

 

様 年 月 日 

 所 属 

査察員 

連絡先（     電話   －    ） 

高圧ガス保安法第６２条の規定に基づく立入検査を    年  月  日に実施したところ，

次のとおり高圧ガス保安法令違反が認められましたので，速やかにこれを改修してください。 

なお，当該違反事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月  日までに 

             に提出してください。 

名 称  

所 在 地  

番 号 棟 等 名 称 高 圧 ガ ス 保 安 法 令 違 反 の 内 容 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□京都市   消防署長 
□京都市消防局長 



第１号様式の２の５（第１２条関係） 

査察結果通知書 

 

  注 改修についての相談等は，担当の     まで連絡してください。 

                       電話   －     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様 年 月 日 

 （所属，役職等） 

（階 級）           ㊞ 

高圧ガス保安法第６２条の規定に基づく立入検査を    年  月  日に実

施したところ，別紙のとおり高圧ガス保安法令違反が認められましたので，速やかに

これを改修してください。 
なお，当該違反事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月 

  日までに             に提出してください。 

名 称 

 

所 在 地 

 

□京都市   消防署長 
□京都市消防局長 



別紙 

番号 棟 等 名 称 高 圧 ガ ス 保 安 法 令 違 反 の 内 容 

   



第１号様式の３（第１２条関係） 

消防法等違反通知書 

 

  注 改修についての相談等は，担当の     まで連絡してください。 

                       電話   －     

様 
発 消   第         号 

年 月 日  

 
京都市  消防署長 

        □印 

あなたが    されている                  について，

消防法令違反又は火災予防上の不備事項が認められましたので，速やかにこれを改修

してください。 
なお，当該不備事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月 

  日までに提出してください。 

防火対象物

又は物件 

防火対象物の名称

又は物件の種類，

形状，数量等 

 

所 在 地 

 

消防法令違反又は火災

予防上の不備事項 

 



第１号様式の３の２（第１２条関係） 

火薬類取締法違反通知書 

 
 

 注 改修についての相談等は，担当の     まで連絡してください。 

                           電話   －     

様 
発 消   第         号 

年 月 日 

 京都市  消防署長 

(京都市消防局長) 
        □印 

火薬類取締法令違反が認められましたので，速やかにこれを改修してください。 
なお，当該不備事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年  月 
  日までに提出してください。 

名称又は物件の種類，

形状，数量等 

 

所   在   地 

 

火薬類取締法令違反 

 



第１号様式の３の３（第１２条関係） 

高圧ガス保安法違反通知書 

 

注 改修についての相談等は，担当の     まで連絡してください。 

                           電話   －    

様 
発 消   第         号 

年 月 日 

 京都市  消防署長 

（京都市消防局長） 
        □印 

高圧ガス保安法令違反が認められましたので，速やかにこれを改修してください。 
なお，当該不備事項の改修計画を「是正計画書｣により作成し，    年   月  
  日までに提出してください。 

名称又は物件の種類，

形状，数量等 

 

所   在   地 

 

高圧ガス保安法令違反 

 



第２号様式（第１３条関係） 

是正計画書 

 

  注 該当する□には，レ印を記入してください。 
 

（ あ て 先 ） 京 都市   消 防 署 長 年 月 日  

提出者の住所（法人にあっては，主たる

事業所の所在地） 

提出者の氏名（法人にあっては，名称及

び代表者名。記名押印又は署名） 

㊞  

電話   －     

□査察結果通知書 
年   月   日付けの           により通知された 

□消防法等違反通知書 

不備事項については，別紙の改修計画のとおり改めることとしました。 

防火対象物 

名 称 

 

所 在 地 

 



別紙 
 

番   号 棟  等  名  称 改     修     計     画 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



第２号様式の２（第１３条関係） 

是正計画書 

 

注 該当する□には，レ印を記入してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ 宛 先 ） 京 都 市   消 防 署 長 

     （ 京 都 市 消 防 局 長 ） 
年 月 日 

提出者の住所（法人にあっては，主たる

事業所の所在地） 

提出者の氏名（法人にあっては，名称及

び代表者名。記名押印又は署名） 

㊞  

電話   －     

□査察結果通知書 
年   月   日付けの               により 

□火薬類取締法違反通知書 

通知された不備事項については，別紙の改修計画のとおり改めることとしました。 

名 称 

 

所   在   地 

 



別紙 

番   号 棟  等  名  称 改     修     計     画 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
 
 
 
 
 



第２号様式の３（第１３条関係） 

是正計画書 

 

注 該当する□には，レ印を記入してください。 
 
 
 
 

（ 宛 先 ） 京 都 市   消 防 署 長 

     （ 京 都 市 消 防 局 長 ） 
年 月 日 

提出者の住所（法人にあっては，主たる

事業所の所在地） 

提出者の氏名（法人にあっては，名称及

び代表者名。記名押印又は署名） 

㊞  

電話   －     

□査察結果通知書 
年   月   日付けの               により 

□高圧ガス保安法違反通知書 

通知された不備事項については，別紙の改修計画のとおり改めることとしました。 

名 称 

 

所   在   地 

 



別紙 
 

番   号 棟  等  名  称 改     修     計     画 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
 



第３号様式（第２０条関係）

 〒

注１ 該当する□には，レ印を記入してください。

　２ 再講習受講の申込みにあっては，※印の欄を記入のうえ，甲種防火管理講習を修了したことを証する

　  書面を添付してください。

注　＊印の欄は，記入しないでください。

＊ 講　習　会　場

＊ 受 講 確 認

写　真　添　付

２．５cm×３cm

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年　　 月　 　日生　

京都市消防局

＊受講番号 ＊区　分 新規・再

※ 講 習 修 了 機 関

※ そ の 他 必 要 事 項

甲　種　防　火　管　理　講　習　受　講　申　込　書

※ 防火管理者選任年月日 ※ 職 務 上 の 地 位

（ あ　て　先 ） 京　都　市　消　防　局　長 　　　   　　　　　年　　　月　　　日

 申込者の住所  申込者の氏名

 〒

　　　電話　　　　―

　消防法施行令第３条第１項第１号イに規定する甲種防火管理講習の受講を申し込みます。

講 習 区 分
　□　新規講習（消防法施行規則第２条の３第１項に規定する甲種防火管理新規講習）

　□　再講習（消防法施行規則第２条の３第１項に規定する甲種防火管理再講習）

フ リ ガ ナ 生 年 月 日

氏 名         　　　　　年 　  　　月　 　  　日生

　　　電話　　　　―

 申込者に係る防火対象物名又は事業所名 申込者に係る防火対象物又は事業所の所在地

(注意事項）
１　受講当日は，この受講票と
　筆記具を必ず持参してくださ
　い。
２　講習の途中で退席したとき
　は，欠席とします。
３　講習会場での受付は，講習
　開始の３０分前から行います。

＊ 受  　講  　日 年　 　月　　 日～ 　　月　 　日  

甲　種　防　火　管　理　講　習　受　講　票

※ 講 習 修 了 年 月 日 ※ 修 了 証 番 号



第３号様式の２（第２０条関係）

 〒

注　＊印の欄は，記入しないでください。

＊ 受 講 番 号

 申込者に係る防火対象物又は事業所の所在地  申込者に係る防火対象物名又は事業所名

生 年 月 日

        　　　　　年　   　　月  　　 　日生氏 名

（ あ　て　先 ） 京　都　市　消　防　局　長 　　　   　　　　　年　　　月　　　日

　消防法施行令第３条第１項第２号イに規定する乙種防火管理講習の受講を申し込みます。

　　　電話　　　　―

 申込者の住所  申込者の氏名

 〒

＊ 講　習　会　場

＊　受　講　確　認

写　真　添　付

２．５cm×３cm

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

乙　種　防　火　管　理　講　習　受　講　申　込　書

乙　種　防　火　管　理　講　習　受　講　票

＊ 受  　講  　日 年　 　　月　　　 日 

年　　 月　 　日生　
(注意事項）
１　受講当日は，この受講票と
　筆記具を必ず持参してくださ
　い。
２　講習の途中で退席したとき
　は，欠席とします。
３　講習会場での受付は，講習
　開始の３０分前から行います。

京都市消防局

　　　電話　　　　―

フ リ ガ ナ



第    号 

修   了   証 

氏  名 

生年月日 

 あなたは消防法施行令第３条第１項第 号の規定による 種防火管

理 講習の課程を修了されました。 

 よってこれを証します。 

    年  月  日 

京 都 市 消 防 長 印 

第４号様式（第２０条関係） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第２７条関係） 

 

防  火  責  任  者  等  表  示  板 

 

備考 1 「○○」には，防火責任者又は火元責任者が担当する場所等の名称を記入する。 

2 表示板の材質，大きさ等は，特に指定しない。 

○  

○  

防  

火  

責  

任  

者 

氏      

名 

○  

○  

火  

元  

責  

任  

者 

氏      

名 

○  ○  防  火  責  任  者 
氏          名 

○  ○  火  元  責  任  者 
氏          名 



第６号様式（第３６条関係） 
防火対象物点検報告特例決定通知書 

様  京都市   消防署指令第    号  
年   月   日  

京都市   消防署長 
印 

 
消防法第８条の２の３第３項の規定により，  年  月  日付けで申請のあった次

に掲げる防火対象物に係る特例については，決定区分に明記したとおり決定したので通知

します。 

防火対象物 

所在地  

名 称  

用 途 消防法施行令別表第１ （  ）項   

決 定 区 分   □ 認  定       □ 不 認 定 

認定の効力が生じる日                  年   月   日 

認 定 し な い 理 由  

特 記 事 項  

注１ 該当する□には，レ印がしてあります。 
２ この処分に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇

月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内で

あっても，この処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求

をすることはできなくなります。 
また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をしたときは，当該審査請

求に対する京都市長の裁決を受けた日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都市を

被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟

において京都市を代表する者は，京都市長となります。）。ただし，当該期間内であっ

ても，この処分があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対す

る京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取

消しの訴えを提起することはできなくなります。 



第７号様式（第３８条の３関係） 
防災管理点検報告特例決定通知書 

様  京都市  消防署指令第     号  
年   月   日  

京都市  消防署長 
印 

 

消防法第３６条第１項において準用する同法第８条の２の３第１項の規定により，   
年  月  日付けで申請のあった次に掲げる防火対象物に係る特例については，決定区

分に明記したとおり決定したので通知します。 

防火対象物 

所 在 地  

名  称  

用  途 消防法施行令別表第１ （  ）項   

決 定 区 分   □ 認  定       □ 不 認 定 

認定の効力が生じる日              年   月   日 

認 定 し な い 理 由  

特 記 事 項  

注１ 該当する□には，レ印がしてあります。 
２ この処分に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇

月以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内で

あっても，この処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求

をすることはできなくなります。 
また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をしたときは，当該審査請

求に対する京都市長の裁決を受けた日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都市を

被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟

において京都市を代表する者は，京都市長となります。）。ただし，当該期間内であっ

ても，この処分があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対す

る京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取

消しの訴えを提起することはできなくなります。 



第８号様式（第３８条の４関係） 

 
備考１ 様式の大きさは，ＪＩＳ規格Ｂ４とする。 

  ２ 地色は紺色とし，マーク，文字及び枠の色は次によること。 

   ⑴ 表示基準に適合していると認められるとき 銀色 

   ⑵ 銀色の表示マークが３年間継続して掲示されており，かつ，表示基準に適合している

と認められるとき 金色 



第８号様式の２（第３８条の４関係） 
（表面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表示基準適合証  
 
表示基準の適合審査を行った結果，下記のとおり， 
表示基準に適合していると認めます。 
 
           記 
 
１ 表示基準適合対象物 

  所在地 

  名称 

２ 表示マーク及び本適合証の有効期間 

     年 月 日から    年 月 日まで 

３ 初回交付日 

     年 月 日 

４ 交付番号 

  第     号 

年  月  日     

京 都 市    消 防 署 長  

印 
 



第８号様式の２（第３８条の４関係） 
（裏面） 
 
 
 
 

注意事項 

１ 表示マークは，出入口，フロント，受付等の見やすい場所に掲

示するとともに，ホームページ等へ電子データの表示マークを掲

示してください。 
２ 表示マークは貸与するものであり，破損等のないよう取扱いに

注意し，有効期間を経過したときは，返還してください。 
３ 表示基準適合対象物が次のいずれかに該当するときは，表示

マーク及び本適合証を返還し，電子データの表示マークの掲示

を停止してください。 
 ⑴ 表示基準に適合しないことが明らかになったとき。 
 ⑵ 火災（関係者の責に帰すべき理由がないと認められるものを

除きます。）が発生したとき。 
 ⑶ 管理権原者の変更（相続その他これに類するものを除きま

す。）があったとき。 
 ⑷ 電子データの表示マークを無断で転用したとき。 
 ⑸ 増築，模様替え等の工事（工事中の防火管理体制が確立され

ているものを除きます。）をするとき。 
 ⑹ 表示対象物に該当しなくなったとき。 

 ⑺ その他署長が特に必要であると認めたとき。 

４ 表示基準適合対象物については，原則，京都市消防局のホーム

ページで公表しますので，公表を希望しないときは申し出てくだ

さい。 

 



第８号様式の３（第３８条の５関係） 
表示マーク交付（更新）申請書 

（ 宛 先 ）  京 都 市    消 防 署 長 年    月    日 

申請者の住所（法人にあっては，主たる事業

所の所在地） 
申請者の氏名（法人にあっては，名称及び代表

者名。記名押印又は署名） 
㊞ 

電話   －      
 

 京都市火災予防規程第３８条の５の規定により，表示マークの交付（更新）を受けたいの

で次のとおり申請します。 

防

火

対

象

物 

所 在 地  

名 称  

用 途  ※消防法施行令別表第１（  ）項 

収 容 人 員   管 理 権 原 □ 単一権原  □ 複数権原 

規模・構造 
構造       ・階層  地上    階  地下    階 
建築面積    平方メートル  延べ面積    平方メートル 

交 付 年 月 日 年  月  日 交 付 番 号  第       号 

添

付

書

類 

□ 建築基準法第１２条第１項に規定する定期調査報告書の写し 
□ 建築基準法第１２条第３項に規定する定期検査報告書（防火設備）の写し 
□ その他消防署長が必要と認める書類

（                                    ） 

特 記 事 項  

※  受 付 欄 ※  経 過 欄 

  

注１ ※印の欄は，記入しないでください。 

  ２ 該当する□には，レ印を記入してください。 



第８号様式の４（第３８条の６関係） 
表示マーク等受領書 

（ 宛 先 ）  京 都 市    消 防 署 長 年    月    日 

受領者の住所（法人にあっては，主たる事業

所の所在地） 
受領者の氏名（法人にあっては，名称及び代

表者名。記名押印又は署名） 
㊞ 

電話   －      
 

所 在 地  

名 称  

交 付 年 月 日 年  月  日 交 付 番 号 第       号 

＜表示マーク交付に伴う遵守事項＞ 

１ 表示マークは，出入口，フロント，受付等の見やすい場所に掲示するとともに，ホームペ

ージ等があるときは，電子データの表示マークを掲示すること。 

２ 表示マークは貸与するものであり，破損等のないよう取扱いに注意し，有効期間を経過し

たときは，返還すること。 

３ 有効期間中であっても，次のいずれかに該当する場合は，表示マーク及び表示基準適合証

を返還するものとし，ホームページ等に電子データの表示マークを掲示しているときは，掲

示を停止すること。 

⑴ 表示基準に適合しないことが明らかになったとき。 

⑵ 火災（関係者の責に帰すべき理由がないと認められるものを除く。）が発生したとき。

⑶ 管理権原者の変更（相続その他これに類するものを除く。）があったとき。 

⑷ 電子データの表示マークを無断で転用したとき。 

⑸ 増築，模様替え等の工事（工事中の防火管理体制が確立されているものを除く。）をす

るとき。 

 ⑹ 表示対象物に該当しなくなったとき。 

 ⑺ その他署長が特に必要であると認めたとき。 

  

 



第８号様式の５（第３８条の６関係） 
表示基準不適合通知書 

様 
発 消      第       号 
         年   月   日 

 京都市    消防署長 
□印  

 

 次に掲げる防火対象物について，    年  月  日付けで申請のあった表示マーク

の交付（更新）については，審査の結果，基準に不適合であったので通知します。 

防 火 対 象 物 

所 在 地   

名 称  

不 適 合 理 由  

特 記 事 項  

 



第８号様式の６（第３８条の９関係） 
表示マーク等返還通知書 

様 
発 消      第       号 
         年   月   日 

 京都市    消防署長 
□印  

 
                     
 あなたが管理している次の防火対象物は，京都市火災予防規程第３８条の９第１項又は

第３項の規定に該当するため，表示マーク及び表示基準適合証（京都市火災予防規程第３

８条の９第３項に該当するときは，表示基準適合証は除く。）を返還するよう通知します。 
 また，ホームページ等に電子データの表示マークを掲示しているときは，掲示を中止し

てください。 

 

防火対象物 

所 在 地  

名 称  

返 還 理 由 

□ 表示基準に適合しないため 

□ 火災（関係者の責に帰すべき理由がないと認められるものを除く。）が

発生したため 

□ 管理権原者の変更（相続その他これに類するものを除く。）があった 

ため 

□ 電子データの表示マークを無断で転用したため 

□ 増築，模様替え等の工事（工事中の防火管理体制が確立されているも 

のを除く。）をするため 

 □ 表示対象物に該当しなくなったため 

 □ その他署長が特に必要であると認めたため 

 □ 有効期間を経過したため 

特 記 事 項  

 備考  該当する□には，レ印がしてあります。 



第９号様式（第３８条の１２関係） 
違反公表通知書 

          様 発 消 第   号            

年  月  日  

京都市  消防署長 

                印 

 

次の防火対象物の消防用設備等の消防法令違反は，京都市火災予防規則第１８条の

２に規定する違反であるため，違反の是正が認められないときは，所在地，名称，違

反の内容を公表しますので，京都市火災予防条例第６１条第２項の規定により通知し

ます。 
本通知の内容を防火対象物の関係者に周知するとともに，意見があれば，書面によ

り京都市  消防署長に提出してください。 

防火対象物 

所 在 地  

名 称  

違反の内容 

違 反 事 項  

根 拠 条 項  

公 表 予 定 日      年  月  日 

公 表 の 方 法 京都市消防局ホームページへの掲載 

特 記 事 項  

 備考 違反の是正については，消防職員が確認を行います。 
 



第１０号様式（第３９条関係） 
 

喫煙等禁止場所指定報告書 

 

 

 

 

 

 

 

注  指定する場所等の見取り図を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（あて先）  消    防    局    長 
発    消          第             号 

年     月     日 

 
消    防    署    長  

  

京都市火災予防条例第 24条第 1項又は第 24 条の 2第 1項の規定により，次

に掲げる防火対象物の部分は，喫煙等を禁止する必要が認められますので，京

都市火災予防規程第 39条の規定により報告します。 

防火対象物 

名 称 

 

主要用途 

 

所 在 地 

 

管理権原者の

職 ・ 氏 名  

 

指定場所の対象

となる部分 

 

指定場所として指定する 

期間 
     年   月   日 ～      年   月   日 

指 定 す る 理 由  

そ の 他 必 要 な 事 項  



 

第１１号様式（第３９条関係） 
 

喫煙等禁止場所指定通知書 

 

 

備考１  該当する□には，レ印がしてあります。 

    ２  指定する場所の範囲を別添の見取図に明示しています。 

 

様 
発    消          第            号 

年     月     日 

 京都市消防局長 

□印 

  

京都市火災予防規則第 9条の規定により，次に掲げる防火対象物の部分を 

喫煙，裸火の使用又は火災予防上危険な物品の持込みを禁止する場所として 

指定したから通知します。 

防火対象物 

名 称 
 

所 在 地 
 

喫煙，裸火の使用又は危険

な物品の持込みを禁止する

場所として指定する場所 

 

期 間     年  月  日  ～      年  月  日 

適 用 規 程 
□  京都市火災予防条例第 24条第 1項 

□  京都市火災予防条例第 24条の 2第 1項 

そ の 他 必 要 な 事 項  



第１２号様式（第４０条関係） 
 
 

火気使用設備器具等特例適用申請書 
 

 

注１  該当する□には，✓印を記入してください。 
２  必要な資料を添付してください。 

（あて先） 京都市      消 防 署 長 年 月 日 

申請者の住所（法人にあっては，主 
たる事業所の所在地） 

申請者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名。記名押印又は署名） 
○印  

         電話    － 
  

火を使用する設備又は器具の位置，構造及び管理について，京都市火災予防

条例第１８条の２又は第２３条の２の規定により承認されるよう次のとおり申

請します。 

防火対象物  
名      称  用    途  

所  在  地                 電話    －        

特例適用に係

る申請事項 
 

適 用 規 定  
□  京都市火災予防条例第１８条の２ 
□  京都市火災予防条例第２３条の２ 

申請理由又は

特例適用を受

けるために講

じる措置 

 

その他必要な

事項 
 



第１３号様式（第４０条関係） 
 

喫煙又は裸火の使用等特例適用申請書 
 

 

注１  該当する□には，レ印を記入してください。 
２  指定場所の見取図を添付し，喫煙，裸火の使用等の場所を明示してください。 

 

（あて先）  京都市      消 防 署 長 年      月      日 

申請者の住所（法人にあっては，主た

る事業所の所在地） 
申請者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名。記名押印又は署名） 
○印  

         電話    － 
  

指定場所における喫煙，裸火の使用又は火災予防上危険な物品の持込みに 
ついて,京都市火災予防条例第２４条第１項ただし書の規定により承認される 
よう次のとおり申請します。 

防火対象物 

名      称  主要用途  

所  在  地                   電話    －     

管理権原者

の職・氏名

（記名押印

又は署名） 

○印    

指 定 場 所  名      称  用    途  

申 請 事 項  
□  喫煙   □  裸火の使用  □  危険な物品の 

持込み       

喫煙，裸火使用等の期間     年  月  日  時 ～    年  月  日  時 

喫煙，裸火の使用又は危険

な物品の持込みの目的，場

所，方法等 
 

火災予防上講じる措置  

現場責任者の職・氏名  

そ の 他 必 要 な 事 項  



第１４号様式（第４０条関係） 
喫煙所の設置特例適用申請書 

( あ て 先 )  京 都 市    消 防 署 長        年    月    日 
申請者の住所（法人にあっては，主たる事業

所の所在地） 
 

申請者の氏名（法人にあっては，名称及び代

表者名，記名押印又は署名） 
                ㊞ 
      電話   － 

 
 劇場等の客席又は廊下における喫煙所の設置について，京都市火災予防条例第２４条第３

項第３号括弧書き又は第２４条の２第３項の規定により承認されるよう次のとおり申請し

ます。 

防火対象物 

名   称  主 要 用 途  

所 在 地                    電話   － 

管理権原者の
職・氏名（記
名押印又は署
名） 

                  ㊞ 

指 定 場 所 名   称  用   途  
喫 煙 所 の 設 置 場 所     □ 客席部分    □ 廊下部分 
喫 煙 所 の 設 置 期 間    年  月  日  時 ～    年  月  日  時 

喫煙所を設置する客席部分

の状況 

位置及び内装 
 

客席の床面積

の合計 
             ㎡ 

喫煙所を設置する廊下部分

の状況 

位置及び内装 
 

廊 下 の 幅 員    ｍ 
設置後の有

効幅員 
   ｍ 

喫 煙 所 の 状 況 

喫煙所として

使用する部分

の床面積の合

計 

   ㎡ 
吸い殻容器

の設置数 
 個 

そ の 他 必 要 な 事 項 

 

注１ 該当する□には，レ印を記入してください。 
 ２ 指定場所の見取図を添付し，喫煙所の設置場所を明示してください。 



第１５号様式（第４０条関係） 
劇場等の客席特例適用申請書 

  
劇場等の客席の基準について，京都市火災予防条例第４８条の２又は第５３条の規定に

より承認されるよう次のとおり申請します。 

防火対象物 

名 称  主要用途 
 

所 在 地 
 
電話   －     

管理権原

者の職・

氏名（記

名押印又

は署名） 

 
㊞ 

申 請 区 分 
□屋外 
□屋内 

期間  年  月  日 ～  年  月  日 

特例の承認を受けよう

とする事項 
 

特例の承認を受けよう

とする理由及び承認を

受けるための措置 

 

備 考 
 

注１ 期間については，第５３条の規定又は期間を限り特例適用の申請をする場合のみ記

入してください。 
２ 該当する□には，レ印を記入してください。 
３ 客席の状況等の見取図を添付してください。 

（ あ て 先 ） 京 都 市    消 防 署 長 年   月   日 
申請者の住所（法人にあっては，主たる事

業所の所在地） 
 
 

申請者の氏名（法人にあっては，名称及び

代表者名。記名押印又は署名） 
㊞ 

電話   － 



第１６号様式（第４０条関係） 
 

高層建築物等における危険物品の使用等特例適用申請書 
 

 

注１  該当する□には，✓印を記入してください。 

２  必要な資料を添付してください。 

（あて先） 京都市      消 防 署 長 年      月      日 

申請者の住所（法人にあっては，主た

る事業所の所在地） 
申請者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名。記名押印又は署名） 
○印  

         電話    － 
  

高層建築物等の高層部分における危険物，液化石油ガス，アセチレンガス等

の貯蔵又は使用について，京都市火災予防条例第５４条の３の規定により承認

されるよう次のとおり申請します。 

防火対象物 
名      称  用    途  

所  在  地                   電話    －     

貯蔵又は使

用する物品 

区      分 種              別 貯蔵量又は使用量 

□  貯  蔵 
□  使  用 

□  危険物（          ） 
□  液化石油ガス 
□  アセチレンガス 
□  その他（          ） 

l   
㎏   

貯 蔵 又 は 使 用 期 間       年  月  日  時 ～      年  月  日  時 

貯 蔵 又 は 使 用 の 目 的   

貯 蔵 又 は 使 用 の 場 所   

貯 蔵 又 は 使 用 の 方 法   

火災予防上講じる措置  

貯 蔵 又 は 使 用 責 任 者  
役 職 ・ 氏 名 ・ 連 絡 先      連絡先（電話）      － 

そ の 他 必 要 な 事 項  



第１７号様式（第４０条関係） 
特例適用決定通知書 

     

 次に掲げる防火対象物について，    年  月  日付けで申請のあった京都市火

災予防条例              に規定する特例適用に関する事項については，

決定区分に明記したとおり決定したので通知します。 

防火対象物 

名 称  

所在地  

特例適用に

関する事項 

□ 火を使用する設備等の位置，構造及び管理についての特例 
□ 火を使用する器具等の取扱いについての特例 
□ 喫煙，裸火の使用又は火災予防上危険な物品の持込みについての特例 
□ 喫煙所の設置についての特例 
□ 客席におけるいす席の固定についての特例 
□ 客席における座席幅についての特例 
□ 客席における立見席についての特例 
□ 客席における手すりについての特例 
□ 客席の避難通路についての特例 
□ 高層建築物の高層部分における危険物，液化石油ガス，アセチレン等

の貯蔵又は使用についての特例 

決定区分 □ 承認        □ 不承認 

承認の条件

又は不承認

の理由 

 

備考 該当する□には，レ印してあります。 
 

      様 
発  消     第     号 

      年  月  日 

 京都市  消防署長 
□印  



第１８号様式（第４０条関係） 
 

特 例 適 用 承 認 申 請 書 
 

 

注１  該当する□には，✓印を記入してください。 
２  必要な資料を添付してください。 

（あて先）京 都 市 消 防 局 長  年 月 日  

申請者の住所（法人にあっては，主た

る事業所の所在地） 
申請者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名。記名押印又は署名） 
○印  

         電話    － 
  

火を使用する設備又は器具について，京都市火災予防条例第１８条の２又は

第２３条の２の規定により承認されるよう次のとおり申請します。 

特例適用に係る申請事項  

適 用 規 定 
□  京都市火災予防条例第１８条の２ 

□  京都市火災予防条例第２３条の２ 

申請理由又は特例適用を

受けるために講じる措置 
 

そ の 他 必 要 な 事 項  



第１９号様式（第４０条関係） 
 

注 申請者欄には，住所及び氏名を記入すること。申請者が法人にあっては， 

事業所の所在地，名称及び代表者名を記入すること。 

京都市消防局承認第          号 
特 例 適 用 承 認 証 

年  月  日付けで申請のあった事項については，京都市火災

予防条例第１８条の２又は第２３条の２の規定を適用し，条件を付して承認し

ます。 
 

    年  月  日 

        京都市消防局長 

□印   

申 請 者  

特例適用に係る承認事項  

承 認 の 条 件   



第２０号様式（第４４条関係） 

掲 示 板 及 び 懸 垂 幕 
 

火
災
注
意
報
発
令
中 

 
火
災
警
報
発
令
中 

 
備考１ 塗色は，火災注意報にあっては，地色を黄色，文字を黒色とし，火災警報 

にあっては，地色を赤色，文字を白色とする。 

２ 大きさは，掲示板にあっては，縦８０㎝，横３０㎝とし，懸垂幕にあって 

は，縦６４０㎝，横８０㎝とする。ただし，掲出場所の状況から，この大きさ 

によりがたいときは，これに準じた大きさとする。 



第２０号様式の２（第４４条の２関係） 
 

公表承諾書 
 

( あ て 先 )  京 都 市    消 防 署 長 年   月   日 

承諾者の住所（法人にあっては，主たる事

業所の所在地） 
 

承諾者の氏名（法人にあっては，名称及

び代表者名，記名押印又は署名） 
                 ㊞ 
      電話   － 

 

 私が   する次の防火対象物又はその部分について，京都市火災予防規程第４４

条の２の規定により公表されることを承諾します。 

防火対象物 

名  称  主要用途  

所 在 地  

そ の 他 必 要 な 事 項 

 

 

 



第２１号様式（第４７条関係） 
 

指定区域に関する報告書 
 

 

注  該当する□には，✓印を記入すること。 

（宛先）  消    防    局    長 年     月     日 

 
消    防    署    長  

ア 

京都市火災予防規程第４７条第１項の規定に基づき，喫煙，たき火等を制限

する区域の指定を必要とする区域を次のとおり報告します。 

防火対象物 

名 称 
 

所 在 地 
 

管理権原者の

職 ・ 氏 名 

 

文 化 財 の 状 況 

□  指定建造物（□  国宝    □  重要文化財 
□  府指定    □  市指定） 

□  指定美術工芸品等  （□国宝    □重要文 
化財    □  府指定    □  市指定） 

□  その他（                               ） 

指 定 必 要 区 域  

指定を必要とする理由  

文 化 財 の 公 開 状 況  

必要な制札の種類，本数 □  屋外用     本    □  屋内用      本 

そ の 他 必 要 な 事 項  



指定区域として指定を必要とする区域図 
 
イ 
 
 

 
防火対象物の名称 

 

 

 凡              例 
 指定を必要とする区域 
◎ 制札設置場所 
□ 指定喫煙所 

注  この様式は，アに接続させること。 
 

N 



第２２号様式（第４８条関係） 
制札の新設又は更新に関する報告書 

 注 別に定める指定区域台帳に，新設又は更新を必要とする制札の位置を図示して添付するこ
と。 

 

 

 

（宛先） 消    防    局    長 年      月      日 

 
消    防    署    長 

 
京都市火災予防規程第４８条第２項の規定に基づき，新設又は更新の必要な制札を次のとおり

報告します。 

防 火 対 象 物 

名 称 
 

所 在 地 
 

管理権原者の

職・氏名 

 

指 定 区 域  

新設又は更新を必

要とする制札  

新設又は更新

の別 
区域番号 

整理番号（更

新の場合） 
制札区分 

合計必

要本数 

    

 

    

    

    

    

    

新設又は更新を必

要とする理由 
 



第２３号様式（第４９条関係） 

 
火  気  使  用  届  出  書 

 
 

注  火気使用場所の付近見取図を添付してください。 

（あて先）京都市       消 防 署 長 年 月 日  

届出者の住所（法人にあっては，主た

る事業所の所在地） 
届出者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名） 
 

         電話    － 
  

京都市火災予防条例第５４条の４第１項に規定する喫煙・たき火等の使用を

制限する指定区域において次のとおり火気を使用するので届け出ます。 

使 用 場 所  

使 用 火 気  

使 用 期 間 年  月  日  時  分から  年  月  日  時  分まで 

使 用 目 的  

使 用 方 法  

使 用 責 任 者 の 氏 名                    電話    － 

消防用設備等の概要  

火災予防上講じる措置  

そ の 他 必 要 な 事 項  



第２４号様式 削除 



第２５号様式（第５１条関係） 
 

文化財公開に対する意見書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様 
発    消 第 号

年 月 日  
 京都市     消防署長 

□印  
  

年    月    日付けで届出のありました指定美術工芸品等の公開 
については，次のとおり意見を付します。 

現状及び 
意見 

事  項 

現      状 意                      見 

公開施設の構造 
及び周囲の状況 

  

電気及び火気の

使用状況 
  

防炎物品の使用

状況 
  

消防用設備等の 

設置及び維持の

状況 

  

自衛消防隊及び 
警備の概要 

  

災害発生時にお

ける搬出の方法 
  

その他必要事項   



第２６号様式（第５３条関係） 
 

文  化  財  情  報  報  告  書 
 

注１  該当する□には，✓印を記入すること。 

  ２  必要な資料を添付すること。 

（あて先）  消     防     局     長 年     月     日 

 
消    防    署    長  

  
京都市火災予防規程第５３条の規定により文化財の防火に関して必要な情報

を次のとおり報告します。 

対 象 物  

名 称 
 

所 在 地 
 

情報区分 

□文化財の公開 
 

□指定建造物  □解体修理・修繕  □仮設建築物の設置 

□ 防 災 施 設  

□設置  □変更  □廃止  □一時的な使用の中止 

施設の種類（                              ） 

施行業者等（                              ） 

□告示指定用途 □使用       □使用の廃止 

□そ の 他   

期 間 等          年      月      日～      年      月      日 

概    要  



第２６号様式の２（第５４条の２関係） 
 

指定催しの指定通知書 

 
 

様 
発  消   第       号 

年   月   日 

 
京都市消防局長 

印 

  

京都市火災予防条例第５４条の１０第１項の規定に基づき，次に掲げる屋外催しを

指定催しとして指定したので通知します。 

屋外催しの名称  

期 間  

場 所  

特 記 事 項  



第２７号様式 削除 
 



第２８号様式（第７３条関係） 
 

吹き付けによる防炎処理立会依頼書 
 

 

注  ※印の欄は，記入しないでください。

（あて先）京都市       消 防 署 長 年 月 日  

依頼者の住所（法人にあっては，主た

る事業所の所在地） 
依頼者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名） 
 

         電話    － 

  

吹き付けによる防炎処理を次のとおり行いますので立会いを依頼します。 

場 所 ・ 名 称   

防炎対象物品の種別・材質・数量  

防炎表示を付す

る者として登録

を受けた者 

登 録 番 号   

氏名（法人にあ

っては，名称及

び代表者名） 
 

防炎薬剤の品名（製造番号）  

機 器 の 種 類 ・ 放 射 圧 力  

理         由  

※  立 会 日 時   

※  備 考  



第２９号様式（第８０条関係） 

消防用設備等又は特殊消防用設備等設置計画書 

（宛先）京都市     消防署長 年    月    日 

届出者の住所（法人にあっては，主たる事業所の所在
地） 

届出者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者
名。記名押印又は署名） 

㊞ 

電話       ―     
 

消防法又は京都市火災予防条例に基づいて，次の防火対象物に以下のとおり消防用設備等（特殊消
防用設備等）を設置します。 

防

火

対

象

物 

所 在 地   
名 称  
用 途  

規 模 
地上   階  地下   階   延べ面積            平方メートル 
 

構 造 □鉄筋コンクリート □鉄骨 □木 □その他（               ） 

主要構造部 □耐火構造 □準耐火構造等 □その他 

令８区画 □有*１   □無   *１ 区画（防火対象物）ごとに本計画書を作成してください。 

無 窓 階 □全ての階 □一部の階*２ □無*３ 
*２ 無窓階以外の階の有無窓判定書を添付してください。 
*３ 全ての階の有無窓判定書を添付してください。 

消

防

用

設

備

等

又

は

特

殊

消

防

用

設

備

等 

設  置 

□消火器（                              ） 
□屋内消火栓設備（                          ） 
□スプリンクラー設備（                        ） 
□水噴霧消火設備等（                         ） 
□自動火災報知設備（                         ） 
□消防機関へ通報する火災報知設備（                  ） 
□非常警報設備（                            ） 
□避難器具（                              ） 
□誘導灯（                              ） 
□連結送水管（                            ） 
□火炎伝送防止自動消火装置（                      ） 
□その他（                               ） 
□消防法施行令第２９条の４に係る申請（予定を含む。） 
（                                  ） 

緩和又は 
免除 

□屋内消火栓設備 
□消防法施行令第１１条第２項 
□京都市火災予防条例第３８条第１項第２号ただし書 
□京都市火災予防条例第３８条第２項 

□スプリンクラー設備 
□消防法施行規則第１２条の２ 
□消防法施行規則第１３条 

□避難器具（消防法施行規則第２６条） 
□消防機関へ通報する火災報知設備 
□消防法施行令第２３条第１項ただし書 
□消防法施行令第２３条第３項 

□その他（                              ） 
※令別表用途 （   ）項  （     ．    ．    ．    ．    ） 

※ 備 考  

注１ 本計画書は，消防法第７条の規定に定める消防長等の同意を与えるに当たり，消防法第１７条各項の規定に適合
することの確認に必要な図書です。必ず記入要領を参照し，適正に記入してください。 

２ 該当する□に，レ印を記入してください。 
３ ※印の欄は，記入しないでください。 



第２９号様式の２（第８５条の２関係） 
必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等設置承認申請書 

注 必要な資料を添付してください。 

（あて先）京都市    消 防 署 長 年 月 日  

申請者の住所（法人にあっては，主たる事業所

の所在地） 
申請者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者

名。記名押印又は署名） 
 
 

㊞ 
電話   －        

 

消防法施行令第２９条の４の規定による必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設

備等の設置について，承認されるよう申請します。 

防

火

対

象

物 

所 在 地   

名    称  

用    途  

構造及び規模 

         造   地上      階 地下      階 

建築面積            平方メートル 

延べ面積            平方メートル 

設置する必要とさ

れる防火安全性能

を有する消防の用

に供する設備等の

種類 

 

上記設備等を設置

することにより設

置しない通常用い

られる消防用設備

等の種類 

 

その他必要な事項 

 



第２９号様式の３（第８５条の２関係） 
必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等設置承認決定通知書 

備考 該当する□には，✓印がしてあります。

様 
発 消    第           号 
         年    月    日 

 
京都市     消防署長 

□印  

 

次に掲げる防火対象物について，      年   月   日付けで申請のあった必要とされ

る防火安全性能を有する消防の用に供する設備等の設置に係る承認に関する事項については，決定区

分に明記したとおり決定したので通知します。 

防火対象物  

名   称  

所 在 地  

設置の承認に 
関する事項 

 

決 定 区 分  □ 承 認     □ 不承認 

不承認の理由 

 



第３０号様式（第８６条関係） 
 

消防用設備等特例適用申請書 
 

注１  該当する□には，✔印を記入してください。 

  ２  必要な資料を添付してください。 

（あて先）京都市       消 防 署 長 年 月 日  

申請者の住所（法人にあっては，主た

る事業所の所在地） 
申請者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名。記名押印又は署名） 
○印  

         電話    － 
  

消防法第１７条の規定により設置を必要とする消防用設備等に係る次の事項

について，特例を適用されるよう申請します。 

防火対象物 

所 在 地  

名 称  用   途  

申 請 事 項  

適 用 規 定 
□  消防法施行令第３２条 

□  京都市火災予防条例第４６条 

申請理由及び特例適用を

受けるために講じる措置 
 

そ の 他 必 要 な 事 項  



第３１号様式（第８６条関係） 
 

消防用設備等特例適用決定通知書 

備考  該当する□には，✓印がしてあります。 

様 
発    消         第            号 

年     月     日 

 京都市       消防署長 
□印  

 
次に掲げる防火対象物について，        年      月      日付けで申請の

あった消防用設備等に係る特例適用に関する事項については，決定区分に明記

したとおり決定したので通知します。 

防火対象物 

名      称 

 

所  在  地 

 

特例適用に 
関する事項 

 

決 定 区 分  □  承  認          □  不承認 

承認の条件

又は不承認

の理由 
 



第３２号様式 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３３号様式（第９１条関係） 
 

消防用設備等・特殊消防用設備等検査済証交付証明申請書 
 

（あて先）京都市     消防署長 年    月    日 

申請者の住所(法人にあっては，主たる事業所

の所在地) 
   

申請者の氏名(法人にあっては，名称及び代

表者名。記名押印又は署名) 
                  ㊞ 

      電話   ―     
 

                    に必要なため，消防法施行規則第３１条の３第４項の規定による消

防用設備等・特殊消防用設備等検査済証が交付されていることを証明願います。 

交  付  番  号 第      号 交付年月日 年   月   日 

防 
火 
対 
象 
物 

所  在  地 
 

名   称  
 

用 途  

規 模 ･構 造 
構造   ・階層   地上   階  地下    階 
建築面積   平方メートル  延べ面積   平方メートル 

設置されている消
防用設備等又は特
殊消防用設備等の
種類 

 

検  査  年  月  日  年     月    日 

 



第３４号様式（第９１条関係） 
消防用設備等・特殊消防用設備等検査済証交付証明書 

 

様 
発 消     第         号 

年    月    日 

 
  
  

京都市    消防署長 

□印  
 
 次の防火対象物に設置されている消防用設備等又は特殊消防用設備等は，消防法施行規
則第３１条の３第４項に規定する消防用設備等・特殊消防用設備等検査済証が交付されて
いることを証明します。 

防 
火 
対 
象 
物 

所  在  地 
 

名   称  
 

用 途  

規 模 ･構 造 
構造  ・階層   地上    階  地下    階 
建築面積   平方メートル 延べ面積   平方メートル 

設置されている消
防用設備等又は特
殊消防用設備等の
種類 

 

交  付  番  号 第      号 交付年月日 年   月   日 

検  査  年  月  日  年     月    日 

 



第３５号様式（第９４条関係） 
消防用設備等又は特殊消防用設備等維持台帳 

消防用設備等又は

特殊消防用設備等

の種類 

 
防火対象物の名称 

 

設 置 年 月 日 年  月  日 施工会社の名称  

消防用設備等又は

特殊消防用設備等

の概要 

 

特 例 適 用 の 内 容  

機 器 点 検 年 月 日 総 合 点 検 年 月 日 消防機関への報告年月日 取扱者の印 

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

・  ・ ・   ・ ・   ・  

 



第３６号様式（第９４条関係） 
消防用設備等又は特殊消防用設備等経歴表 

消防用設備等又は特殊

消防用設備等の種類 

 

年 月 日 修 理 ， 整 備 等 の 内 容 

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

・  ・   

 



第３７号様式（第９９条関係） 

少量危険物等特例適用申請書 

注１ 該当する□には，✓印を記入してください。 

 ２ 必要な資料を添付してください。 

 

（あて先）京都市       消 防 署 長 年 月 日  

申請者の住所（法人にあっては，主た

る事業所の所在地） 
申請者の氏名（法人にあっては，名称

及び代表者名。記名押印又は署名） 
○印  

         電話    － 

  

□少量危険物 
□指定可燃物 

の貯蔵及び取扱いについて，京都市火災予防条例第３５条の 

３の規定により承認されるよう次のとおり申請します。 

防火対象物の名称  

貯蔵又は取扱いの

場所の地名及び地

番 
 

特例適用に係る  
申 請 事 項 

 

申請理由又は特例

適用を受けるため

に講じる措置 
 

その他必要な事項  



第３８号様式（第９９条関係） 

少量危険物等特例適用決定通知書 

備考  該当する□には，✓印がしてあります。 

 

様 
発    消       第              号 

年      月      日 

 京都市        消防署長 
□印  

 

次に掲げる防火対象物の 
□少量危険物 
□指定可燃物 

の貯蔵及び取扱いについて， 

年    月    日付けで申請のあった京都市火災予防条例に規定する特例

適用に関する事項については，決定区分に明記したとおり決定したので通知し

ます。 

防火対象物 

名      称 

 

所  在  地 

 

決 定 区 分  □  承  認             □  不承認 

承認の条件

又は不承認

の理由 
 



第３９号様式（第１０３条関係） 

 

意            見            書 

 
 

発  消    第          号   

年     月     日  

 
様 

 
 

京都市          消防署長    

印 

 
 
 

          年      月      日付けで              から，液化石油ガスの貯蔵施設等の

許可を受けるため，意見を求めてきたが，これについての意見は，次のとおりである。 

 
 
 

記 



第４０号様式（第１０５条関係） 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく措置要請書 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様 
発    消 第            号 

年 月 日  

 京都市消防局長 
□印   

  
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第８７条第２項の

規定により次のとおり措置していただきますよう要請します。 

販売事業者 

住 所 
 

氏 名 
 

販 売 所 

名 称 
 

所 在 地 
 

要請する必要な措置 

 

理 由 

 

そ の 他 必 要 な 事 項 

 



第４１号様式（第１１１条関係） 

急速充電設備設置届出書 

 注１ ※印の欄は，記入しないでください。  
  ２  該当する□には，✔印を記入してください。 
  ３  急速充電設備の設置位置を示した配置図，急速充電設備の設計図書，仕様書等その他 
   関係書類を添付してください。 

（宛先）京都市        消 防 署 長 年      月      日 

届出者の住所（ 法人にあっては，主 
たる事業所の所在地 ） 

届出者の氏名（法人にあっては，名称 
及び代表者名。記名押印又は署名） 

○印  

         電話    － 

  

京都市火災予防規程第１１１条の規定により急速充電設備を設置するので届け出ます。 

防 火 対 象 物 

所在地又は設置場所 
              
 

        電話    －      

名 称  

用 途 消防法施行令別表第１（        ）項 

延 べ 面 積 平方メートル 

急速充電設備

の概要 

製 造 者 名  

規 格  

型 式 ・ 製 造 番 号  

全 出 力 キロワット 

最 大 使 用 電 圧 ボルト 

設 置 場 所 
□  屋外  
□  屋内（□地上 □地下 （  ）階  

工 事 施 工 者 

住所（法人にあっては

主たる事務所の所在

地)               電話    －        
氏名（法人にあっては

名称及び代表者名） 
 

消 火 設 備 等  

そ の 他 衝突防止措置 （            ） 

着 工 予 定 日 年    月    日 完 成 予 定 日 年    月    日 

※  備   考  



第４２号様式（第１１１条の２関係） 

 

   

 

  

 

径３センチメートル 

 


